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   第１章 総則  

 （趣旨）  

第１条  長崎県後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」という。）の

公有財産の取得、管理及び処分については、別に定めがあるものを除く

ほか、この規則の定めるところによる。  

 （範囲）  

第２条 この規則において公有財産とは、広域連合の所有に属する財産の

うち地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条第１項各号に掲

げるもの（基金に属するものを除く。）をいう。  

 （分類）  

第３条 公有財産は、行政財産と普通財産とに分類する。  

２ 行政財産とは、広域連合において公用又は公共用に供し、又は供する

ことと決定した財産をいう。  

３ 普通財産とは、行政財産以外の一切の公有財産をいう。  

 （普通財産への編入）  



第４条 行政財産の用途又は目的を廃止したときは、これを普通財産に編

入する。  

 （事務の統轄）  

第５条 公有財産に関する事務は、総務課長が統轄する。  

２ 総務課長は、公有財産台帳（様式第１号）を作成し、常に公有財産の

現況を明らかにしておかなければならない。  

３ 公有財産台帳に登載すべき公有財産の区分、種目及び種別は、別表の

とおりとする。  

 （公有財産台帳価格）  

第６条 公有財産を新たに公有財産台帳に登載するときの価格は、次に掲

げる区分による。  

 ⑴ 購入によるものは、その購入価額  

 ⑵ 工事又は製造によるものは、その工事又は製造に要した価額  

 ⑶ 交換又は無償取得によるもので評価価格のあるものは、その価額  

 ⑷ 公債又は社債については、その額面金額  

 ⑸ 有価証券については、その取得価額  

 ⑹ 出資による権利については、その出資金額  

 ⑺ 前各号に該当するもののほかは、その見積価額  

 （公有財産台帳価格の改定）  

第７条 前条の規定による公有財産台帳に記載された価格が経済事情の変

動その他により実情に適しないと認めるときは、別に定める方法により

再評価し、その再評価価額によって公有財産台帳の価格を改定しなけれ

ばならない。  

 （分掌事務）  

第８条  課長（総務課長その他これに準ずる長を含む。以下同じ。）は、



その所管に属する行政財産を管理する。  

２ ２以上の課に関係のある行政財産は、広域連合長が指定する課長が管

理する。  

３ 総務課長は、普通財産を管理する。ただし、総務課長が管理すること

が適当でないと認めるものは、当該財産に関係のある課長に管理させる

ことができる。  

 （合議）  

第９条 課長は、次の各号のいずれかに該当するときは、総務課長に合議

しなければならない。  

 ⑴ 総務課長の依頼を受けて財産を取得し、又は公有財産を処分しよう

とするとき。  

 ⑵ 行政財産の用途を変更し、又は廃止しようとするとき。  

 ⑶ 建物又は工作物を移築し、改築し、若しくは模様替えをしようとす

るとき､又は直営工事で建築しようとするとき。  

 ⑷ 土地を分筆し、又は合筆しようとするとき。  

 ⑸ 公有水面を埋め立てようとするとき。  

 ⑹  行政財産の用途又は目的を妨げない限度において､その使用を許可

しようとするとき。  

 ⑺ その管理する普通財産を貸し付けしようとするとき。  

 ⑻ 前各号に掲げる場合のほか、公有財産の管理上異例に属するものと

認められるとき。  

   第２章 管理  

 （総合調整）  

第１０条 総務課長は、公有財産の効率的運用を図るため必要があると認

めるときは、課長に対し、公有財産の取得又は管理について報告を求め、



実地について調査し、又はその結果に基づいて必要な措置を講ずべきこ

とを求めることができる。  

 （公有財産台帳の副本）  

第１１条 課長は、公有財産台帳の副本を備え、その管理に属する公有財

産について、総務課長から取得、所管替えその他の理由に基づく異動の

通知があったときは、直ちにその旨を記入し、常に公有財産の現況を明

らかにしておかなければならない。  

 （注意事項）  

第１２条 課長は、随時その管理に属する公有財産の現況を調査し、特に

次に掲げる事項に注意しなければならない。  

 ⑴ 公有財産の維持保存及び使用目的の適否  

 ⑵ 電気、ガス、給排水その他諸施設の良否  

 ⑶ 土地の境界  

 ⑷ 公有財産台帳との照合  

 ⑸ その他公有財産の管理上必要な事項  

 （定期報告）  

第１３条 課長は、その管理する公有財産につき、毎年３月３１日現在に

おいて、公有財産調書（様式第２号）を作成し、４月３０日までに総務

課長に提出しなければならない。  

２ 総務課長は、前項の規定により公有財産調書が提出されたときは、公

有財産表（様式第３号）を作成し、６月３０日までに広域連合長に報告

するとともに、その内容を会計管理者に通知しなければならない。  

 （被害報告）  

第１４条 課長は、その管理する公有財産が天災その他の理由により損傷

し、又は滅失したときは、速やかに次に掲げる事項を総務課長に報告し



なければならない。  

 ⑴ 公有財産の所在地  

 ⑵ 公有財産の区分、種目、種別及び数量  

 ⑶ 損傷又は滅失の理由  

 ⑷ 被害の程度  

 ⑸ 損傷した公有財産の保全又は復旧のための応急措置  

２ 総務課長は、課長から被害報告を受けたときは、意見を付して直ちに

広域連合長に報告しなければならない。  

 （公有財産引継書）  

第１５条 課長は、その所管に属する行政財産の用途を廃止して、普通財

産に編入したときは、公有財産引継書（様式第４号）とともにこれを総

務課長に引き継がなければならない。ただし、第８条第３項ただし書の

規定に該当するものは、この限りでない。  

 （所管替え）  

第１６条 課長は、その管理する公有財産を所管替えしようとするときは、

公有財産所管替申請書（様式第５号）を総務課長に提出しなければなら

ない。  

 （行政財産の使用許可）  

第１７条 行政財産は、次の各号のいずれかに該当する場合は、その用途

又は目的を妨げない限度において使用を許可することができる。  

 ⑴ 行政財産を利用する者のため、当該行政財産に厚生施設を設置する

とき。  

 ⑵ 公の学術の研究その他公共目的のために行われる講演会、研究会等

に一時使用させるとき。  

 ⑶ 運送事業、水道事業、電気事業又はガス事業その他の公益事業の用



に供することがやむを得ないと認めるとき。  

 ⑷ 災害その他の緊急事態の発生により、応急施設として一時使用させ

るとき。  

 ⑸ 国、他の地方公共団体、公共団体又は公共的団体において、公用若

しくは公共用又は公益事業の用に供するため、特に必要と認めると

き。  

 ⑹ その他広域連合長が必要と認めるとき。  

 （使用許可の申請）  

第１８条 行政財産の使用の許可を受けようとする者は、公有財産使用許

可申請書（様式第６号）を広域連合長に提出しなければならない。  

２ 広域連合長は、前項の規定により使用許可の申請があったときは、申

請者の資力、信用等を調査の上、支障がないと認めるときは、次に掲げ

る事項を記載した使用許可書を交付して、その使用を許可する。  

 ⑴ 使用者の住所及び氏名  

 ⑵ 使用財産の表示  

 ⑶ 使用目的  

 ⑷ 使用期間  

 ⑸ 使用料  

 ⑹ 使用許可の条件  

 ⑺ その他必要な事項  

 （使用許可の取消し又は変更）  

第１９条 広域連合長は、前２条の規定により使用を許可した場合におい

て、使用の許可を受けた者が、許可の条件に違反する行為があると認め

るときは、その許可を取り消し、又は許可の条件を変更し、若しくは必

要な措置を講ずることができる。  



 （普通財産の貸付期間）  

第２０条 普通財産を貸し付ける場合は、次に掲げる期間を超えることは

できない。  

 ⑴ 土地及び土地の定着物を貸し付けるとき、３０年  

 ⑵ 建物その他の物件を貸し付けるとき、１０年  

２ 前項の貸付期間は、更新することができる。この場合においては、更

新のときから同項の期間を超えることができない。  

 （貸付料）  

第２１条 普通財産の貸付料は、毎年定期に納入しなければならない。  

２ 貸付料は、貸付期間が１年に満たないとき、又は貸付期間に１年未満

の端数があるときは、その貸付期間又はその端数期間は、月割によって

計算する。この場合において、１月未満の端数があるときは、日割によ

って計算する。  

３ 一時の貸付けの場合の貸付料は、その貸付けのとき納付させる。  

４ 広域連合長は、特別の理由があると認めるときは、第１項及び前項の

規定にかかわらず、分納させることができる。  

 （貸付料の改定）  

第２２条 経済事情の変動に伴い、貸付料が著しく適当でないと認めると

きは、広域連合長は、普通財産を借り受けた者（以下「借受人」とい

う。）と協議の上、貸付料を改定することができる。  

 （契約事項）  

第２３条 普通財産を貸し付ける場合は、貸付けの用途、貸付期間及び貸

付料並びにその納入の時期及び方法のほか、次に掲げる事項を契約しな

ければならない。  

 ⑴ 貸付期間中であっても、国、地方公共団体その他公共団体において、



公用又は公共用に供するため必要が生じたときは、契約を解除する

ことができること。  

 ⑵ 借受人が、広域連合長の承認を受けないで、当該財産を目的外の用

途に供し、又は他に転貸し、若しくは使用させ、その他契約条項に

違反する行為をしたときは、契約を解除することができること。  

 ⑶ 借受人が、故意又は過失により、当該財産を損傷し、又は滅失した

ときは、自己の費用で原状に復し、又はこれに要する費用に相当す

る金額を賠償すること。  

 （使用許可又は貸付け）  

第２４条 課長は、その管理する公有財産を使用させ、又は貸し付けたと

きは、公有財産使用許可（貸付け）報告書（様式第７号）を総務課長に

提出しなければならない。  

 （移築、改築又は模様替え）  

第２５条 課長は、その管理する建物又は工作物等を移築し、改築し、若

しくは模様替えし、又は直営工事で建築したときは、建築（移築、改築、

模様替）報告書（様式第８号）を総務課長に提出しなければならない。  

 （不動産の借受け）  

第２６条 課長は、不動産を借り受けたときは、不動産借受報告書（様式

第９号）を総務課長に提出しなければならない。  

   第３章 取得  

 （取得前の措置）  

第２７条 財産を取得しようとするときは、あらかじめその財産について

必要な事項を調査し、権利の設定又は義務の負担があるときは、これに

関する必要な措置をしなければならない。  

 （登記及び登録）  



第２８条 登記又は登録を要する財産を取得したときは、速やかにその手

続をしなければならない。  

 （代金の支払）  

第２９条 登記又は登録を要する財産を取得したときはその手続完了後、

その他の財産についてはその収受完了後その代金を支払わなければなら

ない。ただし、前金払でなければ取得し難いもの又は広域連合長が特別

の理由があると認めるものについては、この限りでない。  

 （取得）  

第３０条 土地、建物その他公有財産となるべきものの取得は、総務課長

が行う。  

２ 課長は、土地、建物その他公有財産となるべきもの（前項に規定する

土地及び建物を除く。）を取得しようとするときは、財産取得依頼書

（様式第１０号）を総務課長に提出しなければならない。  

３ 総務課長は、第１項の規定により財産を取得したとき、又は前項の規

定による通知を受けたときは、直ちにこれを公有財産台帳に登載すると

ともに、その副本を当該財産を管理する課長に送付しなければならない。  

   第４章 処分  

 （処分）  

第３１条 公有財産の処分は、総務課長が行う。  

２ 課長は、その管理する公有財産を処分しようとするときは、公有財産

処分申請書（様式第１１号）を総務課長に提出しなければならない。  

３ 総務課長は、公有財産を処分することが技術その他の関係で適当でな

いと認めるときは、第１項の規定にかかわらず、これを所管する課長に

依頼し、処分させることができる。  

４ 課長は、前項の規定により公有財産を処分したときは、次に掲げる書



類を添えて、公有財産処分報告書（様式第１２号）を総務課長に提出し

なければならない。  

 ⑴ 決裁書類の写し  

 ⑵ 関係図書  

 （売払代金等の納付）  

第３２条 普通財産を売り払い、又は交換したときは、当該財産の引渡前

又は所有権移転の登記前若しくは登録前に、その売払代金又は交換差金

を納付させなければならない。  

 （延納の特約）  

第３３条 広域連合長は、普通財産を譲渡する場合において、当該売払代

金又は交換差金を一時に納入することが困難であると認めるときは、前

条の規定にかかわらず、確実な担保を徴し、かつ、利息を付して延納の

特約をすることができる。  

２ 前項の規定により延納の特約をする場合において、費用を要するとき

は、その費用は、譲渡を受ける者の負担とする。  

 （所有権移転のための費用の負担）  

第３４条 普通財産の交付及び譲与による所有権移転の登記のために要す

る費用は、取得した者の負担とする。  

 （用途期間の指定）  

第３５条 一定の用途に供される目的で普通財産を売り払い、又は譲与す

る場合において、広域連合長が必要と認めるときは、その用途並びにそ

の用途に供しなければならない期日及び期間を指定しなければならない。  

２ 前項の場合において、広域連合長の承認を受けないで指定された期日

を経過しても、なお、これをその用途に供せず、又はその用途に供した

後指定された期間内に用途を廃止したときは、その契約を解除するか、



又は違約金を徴する旨の条件を付するものとする。  

 

   附 則  

 この規則は、公布の日から施行する。  



別表 

公有財産区分種目表  
区分 種目 種別 単位  摘要  

土地 公用財産 敷地 平方メートル   

公共用財産  敷地 平方メートル   

普通財産  宅地 

田 

畑 

山林 

保安林  

原野 

池沼 

墳墓地  

雑種地  

平方メートル  

平方メートル  

平方メートル  

平方メートル  

平方メートル  

平方メートル  

平方メートル  

平方メートル  

平方メートル  

 

他の種目に属しないもの  

立木竹 公用財産  

公共用財産  

普通財産  

樹木 本 庭木その他材積を基準とし

て、その価格を算定し難い

もの。ただし、苗圃にある

ものを除く。  

立木 立方メートル  材積を基準として、その価

格を算定するもの  

竹 束  

建物 公用財産 

公共用財産  

普通財産 

  建面積、延面積を表示す

る。  

事務所建  平方メートル  庁舎、学校、博物館、病院

等の主な建物を包括する。  

住宅建 平方メートル  宿舎、住宅等の主な建物を

包括する。  

倉庫建 平方メートル  上屋を包括する。  

雑屋建 平方メートル  小屋、廊下、便所、小使

室、上屋等他の種目に属し

ないものを包括する。  

工作物 公用財産  

公共用財産  

普通財産  

  不動産に定置されたもの

で、その不動産に一体とな

ってその効果をまっとうさ

せるものを包括する。  

 



門 個 木門、石門等の各1箇所を

もって1個とする。  

  

   

  囲障 メートル  さく、へい、垣、生垣等を  

包括する。  

下水 個 溝きょ、埋下水等の各一式

をもって1個とする。  

築庭 個 築山、置石、泉水等(立木

竹を除く。)を1団とし、1箇

所をもって1個とする。  

   

池井 個 貯水池、ろ水池、井戸等の

各1箇所をもって1個とす

る。  

舗床 個 石敷、れいが敷、コンクリ

ート敷、木塊舗、アスフア

ルト舗等の各1箇所をもって

1個とする。  

煙突 個 独立の存在を有するもの

で、煙道等の設備を1団とし

て、1基をもって1個とす

る。  

貯槽 個 水槽等を包括し、各その個

数による。  

土留 個 石垣、さく等の1箇所をも

って1個とする。  

岩壁 メートル   

起重機 個 一式をもって1個とする。 

昇降機 個 リフト等も包括し、一式を

もって1個とする。  

雑工作物  個 井戸屋形、掲示場、石炭置

場、灰捨場、避雷針、船架

等他の種目に属しないもの

を包括し、各1箇所をもって

1個とする。  

  



   

  照明装置  個 電灯、ガス灯等に関する設

備(常時取りはずす部分を含

まない。)の各一式をもって

1個とする。  

舞台装置  個 一式をもって1個とする。 

暖房装置  個 暖炉、ガス暖炉等をも包括

し、各一式をもって1個とす

る。  

冷房装置  個 一式をもって1個とする。 

通風装置  個 一式をもって1個とする。 

消火装置  個 一式をもって1個とする。 

火災予防

装置 
個 一式をもって1個とする。 

給排水装

置 
個 一式をもって1個とする。 

ガス装置  個 一式をもって1個とする。 

衛生装置  個 一式をもって1個とする。 

通信装置  個 電話等に関する設備で、有  

  線無線電話、送受信機、交

換機等を包括し、各一式を

もって1個とする。  

原動装置  個 発動装置、汽かん、ガス発

生装置等の各一式をもって1

個とする。  

作業装置  個 除じん装置、噴霧装置、製

塩装置、砕石装置等の各一

式をもって1個とする。  

電気装置  個 電気炉、発電用蒸気かん、

蒸気タービン、内熱機関、

水車、配電盤(附属計器類を

含む。)、電動機、変圧器、

電気ボイラー等を包括す

る。  

   



工作機械

装置 

個 旋盤、ボール盤、中グリ

盤、フライス盤、研磨盤、

歯切盤、木工機械等を包括

する。  

   

  

  動力装置  個 動力ポンプ等を包括する。  

ボイラ装

置 
個 蒸気かん、火炉等を包括

し、一式をもって1個とす

る。  

医療装置  個 レントゲン装置等を包括

し、各一式をもって1個とす

る。  

その他の

装置 
個 以上の装置に属しないもの

で、一式をもって1個とす

る。  

財産権 公用財産  

公共用財産  

普通財産  

地上権  平方メートル   

地役権 平方メートル   

鉱業権 平方メートル   

その他の

用益物権  
平方メートル   

特許権 件  

著作権 件  

商標権 件  

実用新案

権 

件  

その他の

無体財産

権 

件  

出資によ

る権利 
件  

財産の信

託の受益

権 

件  

有価証

券及び

現金 

公用財産 

公共用財産  

普通財産 

株券 株  

社債券 口 特別の法令により法人の発

行する債券及び社債等登録

法の規定により登録された

社債を含む。  

国債証券  口  

地方債証

券 
口  



出資証券  口  

その他の

有価証券  

口  

現金 円  

 



 

 

(土地)様式第 1 号（第 5 条関係） 

 土 地 台 帳 (一筆)  

   ． ． 作成 

  
施 設 名   所 管 課   

財産分類   コ ー ド   

  

所 在 地 (地番) 

地 目 
(現況) 

地 積 
(実測) ㎡ 

(公簿) (公簿) ㎡ 

  
取得年月日 年  月  日  取得価格 円 

評価年月日 年  月  日  評 価 額 円 

  
異 動 年 月 日 年  月  日 異 動 事 由   

前 地 積 増 地 積 減 地 積 現 在 地 積 

(実測) ㎡ ＋ ㎡ － ㎡ (実測) ㎡ 

(公簿) ㎡ ＋ ㎡ － ㎡ (公簿) ㎡ 

備 考 
  

  

  

貸

付 

使

用

許

可 

保

険 

登

記 

分

収

林 

共

有 

そ の 他 

  

  

              

 



 

 

(立木竹) 
口 座 名                   
所 在                   

  索 引 番 号   

  

区

分 

立 木 竹 種別   沿

革 

  

借

地 

所有者又は

賃 貸 人 
  附

属

図

面 

番 号 名 称 
    

用

途 

  
種

目 

  数 量   
    
    

異 動 
増 減 理 由 

増 額 減 額 現 在 額 登 記 
備 考 

文書日付 記載年月日 印 

年 月 日 数 量 価 格 数 量 価 格 数 量 価 格 年 月 日 目 的 記号番号 照合年月日 印 

          
円 

  
円 

  
円 

          
  ・ ・   
  ・ ・   

                              
  ・ ・   

緑 

  ・ ・   

  
                                ・ ・   

  ・ ・   
  ページ 

 記載要領 
 1 1種目ごとに別葉とする。 
 2 部分林等の場合は、用途欄にその旨を記入する。 
 3 立木竹の存する土地の全部又は一部が借地である場合には、借地欄にその所有者又は賃貸人及び数量を記入する(以下各葉の借地欄の記入について同じ。) 
 4 立木竹の実査によって数量の増減を記入する場合には、土地の記載要領第10項の例による。 



 

 

(建物) 

 建 物 台 帳 (一棟)  

   ． ． 作成 

  
施 設 名   所 管 課   

財産分類   コ ー ド   

(所在地)                           

(棟用途)                           

構 造 階 数 現 在 面 積 建築年月日 耐用年数 

(主体) (地上) (延べ面積) ㎡ 
年 月 日 

 

年 

(屋根) (地下) (建築面積) ㎡ 

  
取得年月日 年  月  日  取得価格 円 

評価年月日 年  月  日  評 価 額 円 

  
異 動 年 月 日 年  月  日 異 動 事 由   

前 面 積 増 面 積 減 面 積 現 在 面 積 

(延べ面積) ㎡ ＋ ㎡ － ㎡ (延べ床面積) ㎡ 

(建築面積) ㎡ ＋ ㎡ － ㎡ (建築面積) ㎡ 

備 考 
  

  

  

貸

付 

使

用

許

可 

保

険 

登

記 

共

有 

  

そ の 他 

  

  

              

 



 

 

(工作物) 

 工 作 物 台 帳 (種類別)  

   ． ． 作成 

  
工 作 物

の 種 類 
  数

量 

(個・式) 

(延べ長) m 

  

施 設 名   所 管 課   

財産分類   コ ー ド   

所 在 地   

  

取得年月日 年  月  日  取得価格 円 

評価年月日 年  月  日  評 価 額 円 

  
異 動 年 月 日 年  月  日 異 動 事 由   

前 数 量 増 数 量 減 数 量 現 在 数 量 

(個・式)  ＋   －   (個・式)   

(延べ長) m ＋ m － m (延べ長) m 

備 考 
  

  

  

貸

付 

使

用

許

可 

保

険 

共

有 

    

そ の 他 

  

  

              

 



 

 

(財産権) 
口 座 名                   
所 在                   

  索 引 番 号   

  区 分 財 産 権 名

称

等 

  

存

続

期

間 

自 沿

革 

  

権

利

の

内

容 

  

至 
種 目   至 

至 

紫 

種 別   至 
至 

登 録
番 号   至 

至 
異 動 

増 減 理 由 
増 額 減 額 現 在 額 登 記 又 は 登 録 

備 考 
文書日付 記載年月日 印 

  

年 月 日 数 量 価 格 数 量 価 格 数 量 価 格 年 月 日 目 的 記号番号 照合年月日 印 

        件 円 件 円 件 円                     
          

                                        
          

  
                                        

          
  ページ 

 記載要領 
 1 1件ごとに別葉とする。 
 2 登録番号欄には、鉱業原簿、著作権登録簿、商標原簿等に登録された登録番号を記入する。 
 3 地上権等の場合は、その地積明細等を権利の内容欄に記入する。 



 

 

(有価証券及び現金) 
口 座 名                   
所 在                   

  索 引 番 号     
区分 有価証券及び現金 

内 容 
  資

本

金 

異動 
異動理由 金 額 異動 

異動理由 金 額 
沿

革 

  
赤 

  年 月 日 年 月 日 
種目             円         円 

                      
種別   

法

人 

名 称 
                      

所在地                     

  

名称   事 業

内 容 
  

                     
                     

登録
機関                        

                    
登録
番号   設 立

年月日                       
                    

異 動 
増減理由 増 額 減 額 現 在 額 

備 考 文 書 日 付 記載年月日 印 
年 月 日 数 量 価 格 数 量 価 格 数 量 価 格 記 号 番 号 照合年月日 印 
          円 

  円 
  円 

            
          

  
                                

          
  ページ 

 記載要領 
 1 1件ごとに別葉とする。 
 2 登録機関欄及び登録番号欄には、社債券及び地方債証券を社債等登録法(昭和17年法律第11号)の規定により登録した場合に、その登録機関及び登録番号を記入する。 
 3 法人欄には、出資金については出資した機関の名称、事業内容等を、積立金等については預託銀行等の名称等を記入する。 
 4 内容欄には、1株又は1口の金額、その他株券又は持分の内容を示すべき事項を詳細に記入する。 
 5 数量欄には、株数及び口数を記入する。 
 6 資本金欄には、出資した金額又は積立金等をその時期ごとに分類して記入する。 



 

 

様式第2号（第13条関係） 
公 有 財 産 調 書 
                   会計所属 
(名 称)               施 設 

区 分 
数 量

単 位 

  年度末現在    年 度 増 減 額   年度末現在額 

数 量 価 格 
増 減 差 引 

数 量 価 格 
数 量 価 格 数 量 価 格 数 量 価 格 

土 地 平方メートル   円   円   円   円   円 
立

木

竹 

樹 木 本                     
立 木 立方メートル                     

竹 束                     

建 物 
建 面 積   

  
  

  
  

  
  

  
  

  
延 面 積           

工 作 物 個                     
財 産 権 件                     
有価証券その他                       

計                       

 記載要領 

 1 公有財産台帳の調整要領により口座ごとに別紙に調整する。 

 2 数量及び価格は、公有財産台帳により算出する。 



 

 

様式第3号（第13条関係） 

公 有 財 産 表 

区 分 数 量 価 格 

土 地     

立 木 竹     

建 物     

工 作 物     

財 産 権     

有 価 証 券     

預 金     

そ の 他     

合 計     

 



 

 

様式第4号（第15条関係） 

公 有 財 産 引 継 書 

第     号  

年  月  日  

  (あて先)総務課長 

                              課長名 

 次の行政財産の用途を廃止したので関係書類を添えて引き継ぎます。 

財産の所在地 

財産の明細(土地の地目及び面積又は建物等の構造、種別、面積等を記載すること。) 

用途廃止     年  月  日 

理 由 

 添付書類 1 参考図面 2 関係書類 



 

 

様式第5号（第16条関係） 

公 有 財 産 所 管 替 申 請 書 

第     号  

年  月  日  

  (あて先)総務課長 

                              課長名           

 次のとおり公有財産を所管替えしたいので関係書類を添えて申請します。 

財産の所在地 

財産の明細(土地の地目及び面積又は建物等の構造、種別、面積等を記載すること。) 

予 算 

理 由 

所管替えの相手方の意見 

その他参考となるべき事項 

 添付書類  参考図面 



 

 

様式第6号（第18条関係） 

公有財産使用許可申請書 

年  月  日   

  (あて先)長崎県後期高齢者医療広域連合長 

申請者住所 

氏 名 

  長崎県後期高齢者医療広域連合財産の管理に関する規則第 18 条第 1 項の規定により次のとおり

公有財産の使用の許可を受けたいので申請します。 

記 

財産の名称及び所在地   
使 用 目 的   
使 用 期 間   年   月   日から   年   月   日まで 
使 用 方 法   
使 用 面 積 等   
そ の 他 必 要 な 事 項   

 添付書類 1 使用方法の詳細書類 2 仕様書及び図面 



 

 

様式第7号(第24条関係) 

公有財産使用許可(貸付け)報告書 

第     号  

年  月  日  

  (あて先)総務課長 

                              課長名           

 次のとおり公有財産の使用を許可したので(公有財産を貸し付けたので)関係書類を添えて報告

します。 

財産の所在地 

財産の明細(土地の地目及び面積又は建物等の構造、種別、面積等を記載すること。) 

期 間     年  月  日から  年  月  日まで 

使用料(賃貸料) 

理 由 

その他参考となるべき事項 

 添付書類  1 参考図面 2 願書の写し 3 指令書(契約書)の写し 



 

 

様式第8号(第25条関係) 

建築(移築、改築、模様替)報告書 

第     号  

年  月  日  

  (あて先)総務課長 

                              課長名           

 次のとおり建築(移築、改築、模様替え)したので関係書類を添えて報告します。 

財産の所在地 

財産の明細(建物等の構造、種別、面積等を記載すること。) 

価 格 

敷地が公有有地の場合

はその分類及び地積 
  

完成年月日 

理 由 

その他参考とな

る べ き 事 項 
  

 添付書類  1 参考図面 2 敷地が公有有地でないときは、その契約書の写し 



 

 

様式第9号（第26条関係） 

不 動 産 借 受 報 告 書 

第     号  

年  月  日  

  (あて先)総務課長 

                              課長名           

 次のとおり不動産を借り受けたので関係書類を添えて報告します。 

不動産の所在地 

不動産の明細(土地の地目及び面積又は建物等の構造、種別、面積等を記載すること。) 

借受期間      年  月  日から  年  月  日まで 

予 算 

相手方の住所氏名 

理 由 

その他参考となるべき事項 

 添付書類  1 契約書の写し 2 図 面 3 案内図及び写し図 



 

 

様式第10号(第30条関係) 

財 産 取 得 依 頼 書 

第     号  

年  月  日  

  (あて先)総務課長 

                              課長名           

 次の財産を取得したいので関係書類を添えて依頼します。 

財産の所在地 

財産の明細(土地の地目及び面積又は建物等の構造、種別、面積等を記載すること。) 

利用計画 

予 算 

理 由 

相手方の住所氏名 

その他参考となるべき事項 

 添付書類  1 参考図 2 寄附又は交換によるものは申請書 



 

 

様式第11号(第31条関係) 

公 有 財 産 処 分 申 請 書 

第     号  

年  月  日  

 

  (あて先)総務課長 

 

                              課長名           

 次のとおり公有財産を処分したいので関係書類を添えて申請します。 

財産の所在地 

財産の明細(土地の地目及び面積又は建物等の構造、種別、面積等を記載すること。) 

理 由 

その他参考となるべき事項 

 添付書類 参考図面等 



 

 

様式第12号(第31条関係) 

公 有 財 産 処 分 報 告 書 

第     号  

年  月  日  

 

  (あて先)総務課長 

 

                              課長名           

 

    年  月  日ご依頼による次の財産を処分したので関係書類を添えて報告します。 

財産の所在地 

財産の明細(土地の地目及び面積又は建物等の構造、種別、面積等を記載すること。) 

処 分           年  月  日 

処分価額 

相手方の住所・氏名 

その他参考となるべき事項 

 添付書類 1 決裁書類の写し 2 関係図書 
 


